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第
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衆
甲
第
二
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号 

昭
和
二
十
四
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四
月
二
十
七
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総
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衆

議
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議
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幣

原

喜

重

郞

殿 

 

衆
議
院
議
員
床
次
德
二
君
提
出
農
業
者
の
所
得
税
の
合
理
化
に
関
す
る
再
質
問
に
対
す
る
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。 



衆
議
院
議
員
床
次
德
二
君
提
出
農
業
者
の
所
得
税
の
合
理
化
に
関
す
る
再
質
問
に
対
す
る
答
弁
書 

現
行
税
法
の
建
前
と
し
て
は
、
い
わ
ゆ
る
収
穫
年
度
計
算
法
に
よ
り
所
得
を
計
算
し
、
こ
れ
に
即
應
す
る
負
担
と
な
る
よ

う
な
基
礎
控
除
、
扶
養
控
除
及
び
税
率
を
定
め
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
計
算
方
法
は
、
所
得
税
法
施
行
以
來
採
用
し
來
つ

て
い
る
方
法
で
あ
つ
て
、
不
合
理
と
は
考
え
な
い
。
も
し
、
い
わ
ゆ
る
期
間
計
算
法
を
採
用
す
る
と
す
れ
ば
、
他
の
所
得
の

計
算
方
法
に
も
影
響
が
あ
り
、
税
率
そ
の
他
の
綜
合
的
檢
討
を
要
す
る
次
第
で
あ
り
、
税
務
署
が
、
現
に
農
業
所
得
を
過
大

計
算
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
な
お
、
農
林
省
農
政
局
発
行
「
農
業
所
得
税
折
衝
に
関
す
る
経
過
概
要
」
の
記
載
に
よ
る

と
、
五
十
八
頁
に
は
、
収
穫
年
度
計
算
法
に
よ
れ
ば
、
期
間
年
度
計
算
法
に
比
較
し
所
得
が
一
、
一
八
倍
と
な
る
と
い
う
報

告
が
あ
り
、
且
つ
、
七
十
三
頁
に
記
載
さ
れ
た
一
、
四
倍
の
計
算
は
、
他
の
業
種
と
の
比
較
で
あ
つ
て
、
そ
の
設
例
の
取
り

上
げ
か
た
は
、
必
ず
し
も
適
当
で
は
な
い
。 

右
答
弁
す
る
。 




